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目的　本研究は，世帯境界の概念を提示し，その境界を通したさまざまな刺激の出入りや，対人関
係における距離感にかかわる評価尺度である世帯の社会的脆弱性尺度を開発し，信頼性と妥当
性を検討することを目的とした。

方法　先行研究から抽出した30項目で尺度原案（ 5 件法）を作成し，表面妥当性の検討後，予備調
査を行った。予備調査後に 4 件法への修正を行い，本調査では愛知県内すべての地域包括支援
センターに質問紙を配布し，112カ所347名（有効回答307名）から回答を得た。調査期間は
2020年 6 月〜 8 月であった。評価対象世帯は，① 2 名以上の世帯員がいる，②65歳以上の高齢
者が 1 名以上含まれる，③生活に困難が生じているにもかかわらず自ら支援を望まない，これ
らすべてを満たす世帯と定義した。探索的因子分析（最尤法・プロマックス回転）で因子的妥
当性を確認した後に，内的一貫性をクロンバックα係数で検討した。そして，社会的孤立，セ
ルフ・ネグレクト，支援困難感にかかわる指標を外部基準とし，基準関連妥当性を検討した。
また，世帯構成の違いによる尺度得点の相違について，一元配置分散分析後にScheffe法を用
いた多重比較によって確認した。さらに，内容的妥当性を専門家へのヒアリングを行い検討し
た。

結果　探索的因子分析の結果，スクリー基準と因子の解釈可能性により 3 因子構造を採択し，第 1
因子「セルフ・ネグレクト」，第 2 因子「社会的不適応」，第 3 因子「社会的孤立」と解釈した。
全項目が0.35以上の因子負荷量をもち，因子的妥当性は確保されていた。クロンバックα係数
は，尺度全体が0.84，第 1 〜 3 因子が0.73，0.70，0.78であり，尺度の信頼性が示された。外
部基準と尺度得点との間に有意な相関が認められた。多重比較の結果，高齢者と未婚の子世帯
は，高齢者夫婦世帯よりも尺度得点が有意に高い傾向が確認された。専門家 4 名全員から，主
観的評価と尺度得点との間に矛盾は認められず，本尺度の項目は世帯の社会的脆弱性を測定す
るうえで必要な内容をカバーしているとの意見を得られた。

結論　本研究によって開発された世帯の社会的脆弱性尺度は，信頼性と妥当性を有する尺度である
ことが示された。本尺度は，対象世帯を支援する者にとって，有益な介入効果測定の指標とな
ると考えられる。

キーワード　世帯の社会的脆弱性尺度，世帯境界，家族システム，社会的孤立，セルフ・ネグレク
ト，因子分析
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Ⅰ　緒　　　言

　現在のわが国では，「8050問題」と呼ばれる
80代の親と50代の子が同居する世帯の複合化し
た生活問題が指摘され，地域包括ケアシステム
の拡大と地域共生社会の実現に向けた包括的な
支援体制が必要とされている1）。これらの世帯
は様々な問題や課題を抱えているものの，地域
住民から見ると，気づいていても何もできない，
ときには排除の対象にすらなる場合もある2）。
　他方で，支援者は世帯のもつ課題に対し試行
錯誤を続けている。このような困難状況が重複
する世帯は，多重問題家族3），多問題家族4）な
どと表現されてきた。そして，これらの困難性
にまつわる問題は，処遇困難ケース5），援助困
難ケース6），対応困難事例7），支援困難事例8）な
ど，様々な用語をもって説明されている。加え
て，現在では介護保険制度や生活保護制度など
既存のサービスを始めとして，セルフ・ネグレ
クトやゴミ屋敷，多頭飼育問題など新たな問題
として広がりを見せ，多様化している8）。以上
のような複合的な課題のなか，世帯が自ら支援
を望まない状態が支援困難の中核問題となる8）。
しかし，いまだこのような世帯に対する支援策
は確立されず，研究の蓄積も進んでいない9）。
支援者が世帯のもつ課題に対して試行錯誤する
なか，世帯への支援方法やその介入効果を評価
する指標が求められている。
　家族システム理論の視点によれば，世帯はそ
れ自体外的社会に対して境界をもつ存在であ
る10）。そして，世帯へのさまざまな刺激が出入
りしにくく，対人関係における距離感が遠い場
合に，その境界は固いとされる11）。その境界の
硬直性は，ストレスに直面した交互作用のパ
ターンなどと共に世帯の機能不全を引き起こ
す10）。
　境界とは，主に家族療法のなかで検討されて
きた研究課題である。児玉12）によると，境界は
主に個人を理解する概念として発達してきた。
そしてその境界を測定する尺度には，身体像境
界得点13）や自我境界測度14），境界尺度15）がある。

また，家族評価尺度を用いた研究の系統的レ
ビュー16）によると，国内外共通でFAD17）や
FACES18）の使用頻度が高く，いずれも家族シ
ステム理論を基盤とし，成員間の関係性に焦点
をあて家族機能の測定を行うものとなっている。
しかし，どちらの尺度も世帯境界を通した外部
システムとの関係性については焦点化されてい
ない。さらに亀口19）は，境界膜という概念を用
い，家族は固有の境界膜を有するとし，家族シ
ステムと外部システムとの関係性や課題につい
て言及している。しかしその指摘は，両システ
ム間の関係の的確な把握が課題であるとの記述
に留めおかれている。
　上記を踏まえると，先行研究においては，個
人の自我境界や身体像境界に対する研究の蓄積
は進んでいる。しかし，世帯境界を通したさま
ざまな刺激の出入りや，対人関係における距離
感にかかわる評価尺度は，いまだ存在しないと
いえる。
　世帯境界が固く自ら支援を求めない状態は，
それぞれの世帯での歴史も含めて，一定の特性
をもった世帯で生じやすいものであり，社会的
孤立や健康問題，経済問題，介護問題などが複
合的に関連していると考えられる。しかし，こ
の世帯境界の概念は広く統一されたものとはい
いがたい。ゆえに本研究では，世帯境界の概念
を提唱するものの，尺度の名称にはより広く理
解され得る用語である「世帯の社会的脆弱性」
を用いる。そのうえで本研究は，世帯の社会的
脆弱性尺度を開発し，その信頼性と妥当性を検
討することを目的とする。世帯にとって重要な
システムの存在に注意を払い，適切な評価尺度
を開発することにより，自ら支援を望まない世
帯への支援方法やその介入効果を測定する際の
指標として提案できる。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　尺度原案の作成
　まず，世帯境界の固い構造が示された先行研
究20）から30項目を抽出した。次に，表面妥当性
を確保するため，専門家 7 名（ソーシャルワー
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カー 5 名，介護支援専門員 2 名）に表現の適切
性に関する確認を受け，尺度項目を精選した。
選択肢は，「全くあてはまらない」から「とて
もあてはまる」までの 5 件法とした。最後に，
その30項目を用いて，愛知県内すべての地域包
括支援センター229カ所（回収数276名）に対し
て，郵送による無記名自記式質問紙を用いた予
備調査を行った。その予備調査によって確認し
た回答分布と因子構造から，選択肢の「どちら
でもない」は不要と判断し， 4 件法へ変更し尺
度原案を作成した（表 1）。

（ 2）　調査対象者
　調査対象者は，愛知県内すべての地域包括支
援センター229カ所において，対象世帯への支
援経験を有する者とした。選択基準は，調査対

象者が対象世帯に対して第一線で接し，支援経
験を豊富に有する立場にあると考えたためであ
る。なお，本研究における対象世帯は，以下の
すべてを満たす世帯と定義した。① 2 名以上の
世帯員のいる世帯。②65歳以上の高齢者が 1 名
以上含まれる世帯。③生活に困難が生じている
にもかかわらず自ら支援を望まない世帯。

（ 3）　調査方法と調査内容
　調査方法は，郵送による無記名自記式の質問
紙調査法とした。各地域包括支援センター宛に，
調査票 5 部，依頼文，説明文，返信用封筒を送
付した。調査票の回収は，センターごとの一括
返送とした。回収数を上げるため，調査票送付
から 2 週間後に礼状兼督促状を送付した。調査
期間は2020年 6 月〜 8 月であった。
　調査内容は，尺度原案，調査対象者の年齢や
性別などの特性，対象世帯の構成などの概要と
した。これらの他に，基準関連妥当性を検討す
るための外部変数を以下の 3 つに設定し回答を
求めた。①同居者以外の他者との交流頻度を対
面・非対面で 2 指標にわけ，「ほとんど毎日」
から「親しい他者はいない」までの 7 件法で尋
ねた社会的孤立指標21），②「健康行動」「個人
衛生」「住環境」「サービスの拒否」「地域から
の孤立」の 5 項目を「はい」「いいえ」で尋ね
たセルフ・ネグレクトスクリーニング指標22），
③支援者の支援困難感について，「全く困難で
はない」から「とても困難である」までの 4 件
法で尋ねた支援困難感指標。回収数は，112カ
所（回収率48.9％）347名であった。そのサン
プルから，研究への同意のない17名と，30項目
においていずれか 1 項目以上に欠損値のある23
名を除外した112カ所（回収率48.9％）307名を
本研究の分析対象者とした（表 2）。

（ 4）　分析方法
　まず，世帯の社会的脆弱性尺度の因子的妥当
性を確認するため，探索的因子分析を行い，尺
度の内的一貫性についてクロンバックα係数を
算出して検討した。次に，外部基準である社会
的孤立指標，セルフ・ネグレクトスクリーニン

表 1　世帯の社会的脆弱性尺度原案
あなたは対象世帯事例について，以下の各項目がどの程度
あてはまると思いますか。
あてはまる番号に○をつけてください。
　 1 　身体機能が低下している
　 2 　認知機能が低下している
　 3 　精神的に追いこまれやすい
　 4 　病院受診に抵抗感がある
　 5 　生活の変化に対する順応性が乏しい
　 6 　モノに依存している（酒やタバコなど）
　 7 　将来の見通しが立てられない
　 8 　経済的に不安を抱えている 
　 9 　仕事の見通しが立てられない
　10　将来に対してなげやりな気持ちがある
　11　偏った食生活をしている 
　12　指示通りの服薬をしてしない
　13　後先なく金銭を使っている
　14　支出を制限している
　15　自宅が不衛生である
　16　整理整頓が行き過ぎている
　17　訪ねてくる人がいない
　18　他人が家に入ることに抵抗感がある
　19　親族と疎遠である
　20　人間関係の構築に時間がかかる
　21　人の集まるところに出掛けたくない
　22　世帯の外に頼れる人がいない
　23　困った時に助けを求める方法がわからない
　24　世帯の問題は世帯の中で解決したい  
　25　世帯員に頼らないと生活ができない
　26　世帯員との接し方がわからない
　27　世帯内の人間関係が密着している
　28　世帯内でいさかいが発生している
　29　おかれた境遇に引け目を感じている
　30　ひきこもり・閉じこもりが長期化している

注　1）　対象世帯事例とは，以下の①②③を満たす世帯と限定した。
　　　　① 2 名以上の世帯員のいる世帯，②65歳以上の高齢者が 1

名以上含まれる世帯，③生活に困難が生じているにもかかわ
らず自ら支援を望まない世帯。

　　2）　選択肢は 4 件法であり，1.全くあてはまらない，2.あまり
あてはまらない，3.ややあてはまる，4.とてもあてはまる，
とした。
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表 2　分析対象者の特性（ｎ＝307）
属性 人数 ％

合計 307 100.0
性別
　女性 204 66.4
　男性 100 32.6
　無回答 3 1.0
年齢
　20代 24 7.8
　30代 74 24.1
　40代 111 36.2
　50代 73 23.8
　60代 21 6.8
　無回答 4 1.3
職種（複数回答あり）
　主任介護支援専門員 90 29.3
　介護支援専門員 41 13.4
　社会福祉士 134 43.6
　保健師 45 14.7
　看護師 37 12.1
　その他 6 2.0
　無回答 3 1.0
対人支援の経験年数
　 5 年以下 74 24.1
　 6 〜15年 140 45.6
　16〜25年 78 25.4
　26年以上 11 3.6
　無回答 4 1.3
日常の業務量
　余裕がある 4 1.3
　やや余裕がある 65 21.2
　あまり余裕がない 186 60.6
　余裕がない 47 15.3
　無回答 5 1.6
評価した対象世帯の構成
　高齢者と未婚の子世帯 172 56.0
　高齢者夫婦世帯 106 34.5
　その他 27 8.8
　無回答 2 0.7

グ指標，支援困難感指標との相関係数を求めて，
基準関連妥当性を検討した。なお，社会的孤立
指標は，交流頻度における対面・非対面の 2 指
標への回答に対し，斉藤ら21）と同じ値で選択肢
へ重みをつけた。具体的には，「ほとんど毎
日」を21.5，「週 2 〜 3 回」を10.8，「週 1 回」
を4.3，「月 1 〜 2 回」を1.5，「年に数回」を
0.2，「ほとんどない」を0.1，「親しい他者がい
ない」を 0 に換算し， 2 指標を単純加算した。
さらに，対象世帯の世帯構成の違いによる尺度
得点の相違について，一元配置分散分析後の
Scheffe法を用いた多重比較（ｐ＜0.05）によっ
て確認した。最後に，内容的妥当性を検討する
ため，地域包括支援センターに所属する専門家
4 名に対して，開発された尺度を用い，世帯の
社会的脆弱性が高いと考える事例と低いと考え

る事例の評価を依頼し，ヒアリングを行った。
ヒアリング実施時期は2020年10月であった。な
お，データ解析にはSTATA Ver.16.1を使用し
た。

（ 5）　倫理的配慮
　本研究は，「ヘルシンキ宣言」および「人を
対象とする医学系研究に関する倫理指針」に従
い実施された。本調査，内容的妥当性検討のた
めのヒアリングにあたっては，研究の目的・意
義，調査協力の自由，匿名性の保証，データの
管理方法，利益相反関係のないことなどについ
て文書による説明を行い，文書による同意を得
た。上記について，日本福祉大学「人を対象と
する研究」に関する倫理審査委員会へ申請し，
承認を得た（申請番号20-003-01，2020年 5 月
28日承認）。

Ⅲ　結　　　果

（ 1）　探索的因子分析
　表 3は，世帯の社会的脆弱性尺度原案の探索
的因子分析の結果である。スクリー基準と因子
の解釈可能性を考慮し，因子数は 3 を採択した。
そこで， 3 因子を仮定して最尤法・プロマック
ス回転による因子分析を行った。その結果，因
子負荷量が0.35未満でどの因子とも相関が低い
項目および複数の因子に相関がある11項目を削
除し，残りの19項目を用いて再度最尤法・プロ
マックス回転による因子分析を行った。
　第 1 因子は 7 項目で構成され，「自宅が不衛
生である」「偏った食生活をしている」などの
質問が集約されていた。よって「セルフ・ネグ
レクト」因子とした。第 2 因子は 7 項目で構成
され，「おかれた境遇に引け目を感じている」
「精神的に追いこまれやすい」などの質問が集
約されていた。よって「社会的不適応」因子と
した。第 3 因子は 5 項目で構成され，「世帯の
外に頼れる人がいない」「親族と疎遠である」
などの質問が集約されていた。よって「社会的
孤立」因子とした。クロンバックα係数は，尺
度全体が0.84，第 1 〜 3 因子が0.73，0.70，
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0.78であった。
　また，表 3には基準関連妥当性の検討のため，
外部変数と各因子との相関係数を示した。その
結果，第 1 因子とセルフ・ネグレクトスクリー
ニング指標には，中程度の相関が確認された。
また，第 3 因子と社会的孤立指標，第 1 〜 3 因

子と支援困難感指標には，それぞれ弱い相関が
確認された。なお，第 1 ， 2 因子と社会的孤立
指標との間以外には，有意な相関があった。

（ 2）　世帯構成による尺度得点の相違
　表 4は，対象世帯の世帯構成の違いによる尺

度得点の相違を示したもの
である。一元配置分散分析
の結果，世帯構成による尺
度得点には有意差があった。
さ ら に，Scheffe法 を 用 い
た多重比較によれば，高齢
者と未婚の子世帯と高齢者
夫婦世帯の間では尺度全体
と第 1 〜 3 因子のすべてに
おいて，高齢者と未婚の子
世帯とその他世帯との間で
は第 3 因子において，有意
差が認められた。

（ 3）　内容的妥当性
　専門家 4 名へのヒアリン
グの結果，世帯の社会的脆
弱性が高いと考える世帯の
平均得点が49.0点（標準偏
差5.0），低いと考える世帯
の平均得点が28.8点（標準
偏差3.7）であり，尺度得
点と専門家 4 名の主観的評
価との間に矛盾は認められ

表 3　世帯の社会的脆弱性尺度の因子分析（最尤法・プロマックス回転後）

質問内容
因子負荷量

独自性
第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子

15　自宅が不衛生である 0.70 -0.23 0.19 0.51
11　偏った食生活をしている 0.64 0.05 0.08 0.51
12　指示通りの服薬をしてしない 0.57 0.07 0.00 0.64
7 　将来の見通しが立てられない 0.52 0.04 0.03 0.70
6 　モノに依存している（酒やタバコなど） 0.44 0.20 -0.20 0.75
8 　経済的に不安を抱えている 0.40 0.11 0.08 0.74
2 　認知機能が低下している 0.35 0.04 -0.13 0.88

29　おかれた境遇に引け目を感じている -0.08 0.64 -0.09 0.67
3 　精神的に追いこまれやすい -0.06 0.55 -0.01 0.73
26　世帯員との接し方がわからない 0.03 0.55 -0.03 0.70
28　世帯内でいさかいが発生している 0.06 0.48 -0.13 0.78
10　将来に対してなげやりな気持ちがある 0.24 0.45 0.06 0.60
30　ひきこもり・閉じこもりが長期化している -0.03 0.41 0.17 0.75
21　人の集まるところに出掛けたくない -0.14 0.36 0.27 0.77

22　世帯の外に頼れる人がいない 0.06 -0.13 0.83 0.37
19　親族と疎遠である 0.13 0.02 0.71 0.39
17　訪ねてくる人がいない -0.01 0.03 0.65 0.56
23　困った時に助けを求める方法がわからない 0.27 0.10 0.37 0.65
18　他人が家に入ることに抵抗感がある -0.03 0.29 0.37 0.70

第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子

　　因子間相関 第 1 因子 －
第 2 因子 0.39 －
第 3 因子 0.43 0.48 －

　　外部基準との相関 社会的孤立指標 0.08 0.09 0.32＊
セルフ・ネグレクト
スクリーニング指標 0.59＊ 0.24＊ 0.43＊

支援困難感指標 0.35＊ 0.33＊ 0.36＊

注　＊ｐ＜0.05（Pearsonの積立相関係数）

表 4　世帯構成の違いによる尺度得点の相違（一元配置分散分析・多重比較）

尺度全体
第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子

セルフ・ネグレクト 社会的不適応 社会的孤立

全体 52.2（ 9.1） 19.8（4.2） 17.9（3.9） 14.5（3.4）
世帯構成
　高齢者と未婚の子世帯（ｎ＝172） 54.3（ 8.5） 20.6（4.0） 18.5（3.9） 15.2（3.2）
　高齢者夫婦世帯（ｎ＝106） 49.2（ 9.0） 18.5（4.3） 16.9（3.8） 13.7（3.5）
　その他世帯（ｎ＝27） 51.3（10.1） 19.8（4.3） 18.1（4.1） 13.4（3.7）

検定 ｐ＝0.000 ｐ＝0.000 ｐ＝0.004 ｐ＝0.000
ｆ＝11.3 ｆ＝8.1 ｆ＝5.5 ｆ＝8.5

注　1）　尺度得点は，全くあてはまらない＝ 1 ，あまりあてはまらない＝ 2 ，ややあてはまる＝ 3 ，とてもあてはまる＝ 4 ，と換算し単純加
算した値の平均値（標準偏差）である。

　　2）　欠損値のあるサンプルは除いた。
　　3）　世帯構成の「その他世帯」は，三世代世帯，高齢者姉妹世帯などである。
　　4）　＊ｐ＜0.05（Scheffe法を用いた多重比較）

＊ ＊ ＊ ＊ ＊
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なかった。また 4 名全員から，本尺度の項目は，
世帯の社会的脆弱性を測定するうえで必要な内
容をカバーしているとの意見を得られた。

Ⅳ　考　　　察

　本研究は，世帯の社会的脆弱性尺度を開発し，
信頼性と妥当性を検討することを目的とした。
探索的因子分析を用いて検討した結果，「セル
フ・ネグレクト」「社会的不適応」「社会的孤
立」の 3 因子から構成される19項目が抽出され
た。この全項目は，0.35以上の因子負荷量をも
ち，一定の因子的妥当性が確保されたと考えら
れる。
　抽出された 3 因子について，理論的整合性を
以下に考察する。まず，「セルフ・ネグレクト」
因子は，世帯にとって不可欠な住居・食物・医
療の供給，身体・精神の健康の維持など，セル
フケアに課題を成す項目で構成されていた。こ
れは，NAAPSA（National Association of Adult 
Protective Service Administrators）23）のセル
フ・ネグレクトの定義と整合的であり，世帯境
界が固く外部からの刺激が出入りしにくい特徴
が表現されたものと考えられる。次に，「社会
的不適応」因子は，世帯が世帯内外での適応に
課題を成す項目で構成されていた。遊佐による
と24），家族システムはシステム内外の変化に絶
えず対応して安定状態を保とうとするが，世帯
境界が固く変化に適応できない状態にあると，
安定したアイデンティティを保持できず崩壊に
向かう。この指摘は本因子と整合的であり，境
界の固さにより変化に適応できない世帯の特徴
が表現されたものと考えられる。最後に，「社
会的孤立」因子は，世帯と他者との関係の希薄
さを表す項目で構成されていた。吉川25）は，境
界の固い世帯は世帯内に必要なエネルギーを蓄
えるために社会との関わりを断つと述べている。
この指摘と構成された項目に矛盾はなく，本因
子は，境界の固さによる対人関係における距離
感が表現されたものといえる。以上から，本尺
度は世帯境界の固さが表現されていて，各因子
が本尺度を構成する因子として妥当だと考えら

れる。
　本研究における対象世帯の定義において，分
析対象者の 9 割以上が高齢者と未婚の子世帯と
高齢者夫婦世帯を選択・評価した。このことは，
自ら支援を求めない両世帯への支援に際しては，
セルフ・ネグレクトに加えて，社会的不適応や
社会的孤立を含むサポートが必要であることを
示唆する結果だといえる。また，世帯構成の違
いにおいては，高齢者と未婚の子世帯の尺度得
点が高い傾向が示された。ひきこもり研究の系
統的レビューによると，ひきこもり者は自ら支
援を求める姿勢が明確でなく，ひきこもりその
ものに介入を難しくする性質があると示されて
いる26）。ゆえに，この世帯の未婚の子がひきこ
もりである場合，親が高齢者となる以前から世
帯境界が固いと推察される。そこから，世帯内
外の変化によって不適応や孤立が深まることで，
世帯境界の固さが強固となり，尺度得点に反映
されていると考えられる。
　本尺度は内的一貫性もおおむね良好であり，
専門家 4 名へのヒアリングにより内容的妥当性
が確保されたことから，自ら支援を望まない世
帯に対する使用に適していると判断できる。
　以上の結果は，本研究により 3 因子19項目か
らなる世帯の社会的脆弱性尺度が開発され，一
定の信頼性と妥当性を有していることを示して
いる。本研究の意義は，世帯境界の概念を提示
し，その境界を通したさまざまな刺激の出入り
や，対人関係における距離感を評価する世帯の
社会的脆弱性尺度を確立し，因子構造を示した
点にある。本尺度は，地域包括支援センター職
員のみならず，介護支援専門員やコミュニティ
ソーシャルワーカーなどの対象世帯を支援する
者にとって，有益な介入効果測定の指標となる
と考えられる。
　本研究は，限定した地域のサンプルのみを用
いて行われた点に限界がある。そのため，今後
はより多様な地域での調査を実施し，さらに信
頼性・妥当性を検討することが必要である。ま
た，社会福祉現場においてより使いやすい項目
数の少ない尺度を開発することも課題である。
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